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現状どおり （正規職員による実施） 

(4) 受け手となる民間等や適正な事業手法の 
方向性の検討 

分類③ 施設・サービス等の受益範囲が特定地域に限定 
される場合 

分類④ 木更津市の地域性（文化・伝統等）を最大限に 
反映させる必要がある場合 

分類⑤ ③～④以外で事務事業全体の多くの業務で民間 
等の活用が可能な場合 

分類⑥ ③～④以外で事務事業の業務全体が一括で民間 
等の活用が可能な場合 

民間等からの情報収集 

l(2)(3)の検証結果に基づき、他の地方公共団体の先進事例等を参考に民間事業者等の 
参画可能性やその場合の条件等について、民間等から情報収集する 

(3) 適切な事業手法の方向性の検討 

分類① 単一業務では事務量が少ない場合、又は経験に 
基づく臨機応変な判断を伴う場合 

分類② ①以外の事務事業の全て 

正規職員以外の雇用形態による職員の活用 

lマニュアル等に基づく単純作業的な業務 → 臨時職員の活用 
l専門的知識や経験に基づく臨機応変な判断を伴う業務 → 再任用職員の活用 

全体が義務化 
されている 

分類① 
の場合 

全体の義務化は 
されていない 

自治会等のコミュニティ組織、ＮＰＯ等の活用 

lコミュニティ組織、ＮＰＯ等への委託 
lコミュニティ組織、ＮＰＯ等との地域協働・連携型 

分類③ 
の場合 市内の民間事業者や各種団体、NPO等の活用 

l市内民間事業者、各種団体、NPO等への委託 
l市内民間事業者、各種団体、NPO等との地域協働・連携型 

分類④ 
の場合 

大手事業者を含めた幅広い民間等の活用 

l民間事業者等への委託 

分類⑤ 
の場合 

ＰＦＩ、指定管理者制度、包括アウトソーシングの活用 

l建設事業を伴う場合はＰＦＩ 
l既存施設の管理・運営の場合は指定管理者制度 
l施設を伴わない場合は包括アウトソーシング 

分類⑥ 
の場合 

コミュニティ組織等 
の活性化 

l自治会等の活性化、 
ＮＰＯ等の育成 

分類② 
の場合 

行政が実施すべき活動や公共サービスの検証 （第６章第１節(1)を参照） 

l政策立案等に関する事務事業・・・地方分権化に伴い、行政の役割として重点化すべき事務事業 【企画立案や条例制定など】 

l公権力の行使に係る事務事業・・・市民に義務や負担を一方的に負わせる業務や、市民の自由や権利を一方的に制限する業務等 【許認可・税の賦課徴収・処分等】 

(2) 民間等の活用可能範囲の検証 

l事務事業全体の業務を整理し、正規職員以外による実施 
が可能な業務範囲を明確化する 
l可能な限り業務を大きな括りにまとめた活用可能範囲を 

設定する 

モニタリング 

l民間事業者等に対する 
委託等に関する継続的 
なモニタリングの実施 

ＰＰＰ導入の視点の確認 （第５章第２節を参照） 

■市民サービスの向上 
■トータルコストの縮減 
■民間の事業機会の創出による地域活性化 
■地域協働の推進 
■スリムな行政システムの推進 

ＰＰＰ導入により期待される効果の確認 （第６章第１節(2)を参照） 
■民間化により期待される効果 

①職員が自ら行うよりも専門的な技術やノウハウを持つ民間の活力を導入することで、有効性や効果が期待されるもの。 
②特定の業務を専門的かつ集中的に行っている民間企業等に委託することで、経費軽減が期待されるもの。 
③地域に密着した地縁団体やNPO、ボランティアなどとの連携・協働により実施することで、今後の地域活力の維持・拡大に向けた多様な担い手 

の育成や地域コミュニティの活性化、自治意識の高揚が期待されるもの。 
④地方自治法に定める公の施設の指定管理者制度、PFI等の活用による民間の柔軟性や機動性を生かし、施設等が提供するサービスの質の 

向上や、管理運営に係る経費軽減が期待されるもの。 

■民営化により期待される効果 
⑤法令等の改正や市民ニーズ等の変化により、行政自らが提供主体となる必要性がなくなっているもの、又は薄れてしまっているもの。 

これにより、行政側の地域資源を本来地域にとって必要な事務事業へシフトできること。 
⑥地域において民間市場が形成され既に成熟しており、行政がサービス提供主体から撤退しても、市民に対する十分なサービスの量や質が維持、 

確保されるもの。これにより、民間事業者による事業活動が促進されること。 

ＰＰＰ導入検討フロー 

チェックリスト２により分類を検討 

チェックリスト１により分類を検討 

(1) 正規職員による実施の義務化規定の検証 
（供給手段に関する法令規定により制約のある事務事業） 

●事務事業の業務全体について、正規職員による実施が 
法律・条例で義務化されているか 

該当しない事業 

（ＰＰＰ導入検討の 
対象となる事務事業） 

現状どおり （正規職員による実施） 

(4) 受け手となる民間等や適正な事業手法の 
方向性の検討 

分類③ 施設・サービス等の受益範囲が特定地域に限定 
される場合 

分類④ 木更津市の地域性（文化・伝統等）を最大限に 
反映させる必要がある場合 

分類⑤ ③～④以外で事務事業全体の多くの業務で民間 
等の活用が可能な場合 

分類⑥ ③～④以外で事務事業の業務全体が一括で民間 
等の活用が可能な場合 

民間等からの情報収集 

l(2)(3)の検証結果に基づき、他の地方公共団体の先進事例等を参考に民間事業者等の 
参画可能性やその場合の条件等について、民間等から情報収集する 

(3) 適切な事業手法の方向性の検討 

分類① 単一業務では事務量が少ない場合、又は経験に 
基づく臨機応変な判断を伴う場合 

分類② ①以外の事務事業の全て 

正規職員以外の雇用形態による職員の活用 

lマニュアル等に基づく単純作業的な業務 → 臨時職員の活用 
l専門的知識や経験に基づく臨機応変な判断を伴う業務 → 再任用職員の活用 

全体が義務化 
されている 

分類① 
の場合 

全体の義務化は 
されていない 

自治会等のコミュニティ組織、ＮＰＯ等の活用 

lコミュニティ組織、ＮＰＯ等への委託 
lコミュニティ組織、ＮＰＯ等との地域協働・連携型 

分類③ 
の場合 市内の民間事業者や各種団体、NPO等の活用 

l市内民間事業者、各種団体、NPO等への委託 
l市内民間事業者、各種団体、NPO等との地域協働・連携型 

分類④ 
の場合 

大手事業者を含めた幅広い民間等の活用 

l民間事業者等への委託 

分類⑤ 
の場合 

ＰＦＩ、指定管理者制度、包括アウトソーシングの活用 

l建設事業を伴う場合はＰＦＩ 
l既存施設の管理・運営の場合は指定管理者制度 
l施設を伴わない場合は包括アウトソーシング 

分類⑥ 
の場合 

コミュニティ組織等 
の活性化 

l自治会等の活性化、 
ＮＰＯ等の育成 

分類② 
の場合 

行政が実施すべき活動や公共サービスの検証 （第６章第１節(1)を参照） 

l政策立案等に関する事務事業・・・地方分権化に伴い、行政の役割として重点化すべき事務事業 【企画立案や条例制定など】 

l公権力の行使に係る事務事業・・・市民に義務や負担を一方的に負わせる業務や、市民の自由や権利を一方的に制限する業務等 【許認可・税の賦課徴収・処分等】 

(2) 民間等の活用可能範囲の検証 

l事務事業全体の業務を整理し、正規職員以外による実施 
が可能な業務範囲を明確化する 
l可能な限り業務を大きな括りにまとめた活用可能範囲を 

設定する 

モニタリング 

l民間事業者等に対する 
委託等に関する継続的 
なモニタリングの実施 

ＰＰＰ導入の視点の確認 （第５章第２節を参照） 

■市民サービスの向上 
■トータルコストの縮減 
■民間の事業機会の創出による地域活性化 
■地域協働の推進 
■スリムな行政システムの推進 

ＰＰＰ導入により期待される効果の確認 （第６章第１節(2)を参照） 
■民間化により期待される効果 

①職員が自ら行うよりも専門的な技術やノウハウを持つ民間の活力を導入することで、有効性や効果が期待されるもの。 
②特定の業務を専門的かつ集中的に行っている民間企業等に委託することで、経費軽減が期待されるもの。 
③地域に密着した地縁団体やNPO、ボランティアなどとの連携・協働により実施することで、今後の地域活力の維持・拡大に向けた多様な担い手 

の育成や地域コミュニティの活性化、自治意識の高揚が期待されるもの。 
④地方自治法に定める公の施設の指定管理者制度、PFI等の活用による民間の柔軟性や機動性を生かし、施設等が提供するサービスの質の 

向上や、管理運営に係る経費軽減が期待されるもの。 

■民営化により期待される効果 
⑤法令等の改正や市民ニーズ等の変化により、行政自らが提供主体となる必要性がなくなっているもの、又は薄れてしまっているもの。 

これにより、行政側の地域資源を本来地域にとって必要な事務事業へシフトできること。 
⑥地域において民間市場が形成され既に成熟しており、行政がサービス提供主体から撤退しても、市民に対する十分なサービスの量や質が維持、 

確保されるもの。これにより、民間事業者による事業活動が促進されること。 

ＰＰＰ導入検討フロー 

チェックリスト２により分類を検討 

チェックリスト１により分類を検討 

(1) 正規職員による実施の義務化規定の検証 
（供給手段に関する法令規定により制約のある事務事業） 

●事務事業の業務全体について、正規職員による実施が 
法律・条例で義務化されているか 

該当しない事業 

（ＰＰＰ導入検討の 
対象となる事務事業） 

別 紙
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事務事業や庁内業務に関するＰＰＰ推進のための仕分けフローのチェックリスト 

チェックリスト１（民間等の活用方法の検討） 

チェック項目１ チェック項目２ 分類 

該当する場合は分類②へ。 

該当しない場合は分類①へ。 

□部門内の他の業務で民間等を 

活用可能な業務がない 

① 単一業務では事務量が少ない場合、又は経験に基づく 

臨機応変な判断を伴う場合 

以下の項目に１つでも該当する場合は分類②へ。 

該当しない場合はチェック項目２へ。 

□事務事業全体の中から一部の業務を切り出して外部に委託す 

ることが可能 

□特定の施設の維持・管理に係る全体業務を一括して外部に委託 

することが可能 

□市民・事業者等に対する特定のサービスの業務全体を一括して 

外部に委託することが可能 

□庁内向け（職員向け）の特定の間接業務全体を一括して外部に 

委託することが可能 

② ①以外の事務事業の全て 

チェックリスト２（受け皿となる民間等の検討） 

チェック項目 

（あてはまる項目を選択） 
分類 該当する事務事業例 受け皿となる民間等の方向性 具体的なＰＰＰ手法例 

l 自治会等のコミュニティ組織、ＮＰＯ等の 

活用 

Øコミュニティ組織、ＮＰＯ等への委託 業務委託 

□公園や集会場などの施設の利用者の多く 

が、施設が立地している周辺の住民に限定 

される 

□サービスを提供する場所が市役所外の特 

定地域であり、その利用者の多くが提供場 

所周辺の住民に限定される 

③ 施設・サービス等の 

受益範囲が特定地域に 

限定される場合 

l 広報・広聴：広報紙等の各戸配布 

l 施設管理・運営：各地域に立地する集会所・公民館等、各地域に立地 

する公園・広場等、各地域の生活道路等 

l 申請・届出等受理：出張所等における住民異動、各種届出の受理 

l 証明書等交付：出張所等における住民票・印鑑証明書等の交付 

l 貸出・返却受領：移動図書館サービス 
Øコミュニティ組織、ＮＰＯ等との地域協 

働・連携型 

l 民間支援（補助・助成等） 

l 事業提携（相互協力） 

l 市内の民間事業者や各種団体、ＮＰＯ等の 

活用 

Ø市内民間事業者、各種団体、ＮＰＯ等へ 

の委託 
業務委託 

□市内の歴史・文化等の地域資源に基づいた 

イベントなど 

□市内の歴史・文化等の地域資源に関する情 

報提供など 

□市内の中小・零細事業者の経営状況や経営 

環境を踏まえた対応が必要である 

④ 木更津市の地域性 

（文化・伝統・産業特 

性等）を最大限に反映 

させる必要がある場合 

l 情報発信：地域振興に関するイベント等の開催 

l 普及・啓発：地域特性に応じたシンポジウム・講演等の開催 

l 人材育成：地域特性に応じた研修・講座等の事業 

l 交流：住民間や地域間の交流を目的とした事業 

l 融資・貸付：中小企業等への融資・貸付 

l 補助・助成、人的給付：地域の振興に関する各種活動に対する支援 
Ø市内民間事業者、各種団体、ＮＰＯ等と 

の地域協働・連携型 

l 民間支援（補助・助成等） 

l 事業提携（相互協力） 

大手事業者を含めた幅広い民間等の活用 □マニュアル等の整備により民間でも実施 

可能な定型的なサービス・業務である 

□民間でも実施可能な専門的なサービス・業 

務である 

□民間の方がより優れた専門性を有するサ 

ービス・業務である 

⑤ ③～④以外で事務事 

業に関する多くの業務 

で民間等の活用が可能 

な場合 

l 相談・助言：法律相談など民間がより優れた専門性を有する相談業務 

l 情報発信：一般的なイベント等の開催 

l 普及・啓発：一般的なシンポジウム・講演等の開催 

l 人材育成：一般的な研修・講座等の事業 

l 人的給付：福祉サービスなどの一般的なソフト系の行政サービス 

l 審査・認定：境界立ち会い業務、建築確認など 

l 検査・診断：観測・測定業務など 

l 公共工事（基盤）、公共施設建設（施設）、施設の保守修繕 

l 施設管理：施設管理に係る一部の業務 

Ø民間事業者等への業務委託 

l 業務委託 

l 民間支援（補助・助成等） 

l 事業提携（相互協力） 

大手事業者を含めた幅広い民間等の活用 

Ø 施設を伴わない場合は包括アウトソー 

シング 
l 包括委託・民営化 

Ø建設事業を伴う場合はＰＦＩ l ＰＦＩ 

□間接業務などを一括して委託することで 

効率的・効果的な実施が可能である 

□施設の管理・運営を一括して委託すること 

で弾力的・効率的・効果的な実施が可能で 

ある 

□施設の建設から管理・運営までを一括して 

委託することで弾力的・効率的・効果的な 

実施が可能である 

⑥ ③～④以外で事務事 

業に関する業務全体が 

一括で民間等の活用が 

可能な場合 

l 施設運営・施設管理 

l 公共施設建設 

l 庁内における間接業務（総務事務・経理） 
Ø 既存施設の管理・運営の場合は指定管理 

者制度 
• 指定管理者制度・民営化 

該当しない 

１つでも該当する 

全て該当 
しない 

該当する 

正規職員以外の雇用形態による 

職員の活用 

民間等からの情報収集を行う 

（⑷受け皿となる民間等の検討）


